
区民活動団体実態調査から

■区民活動団体の現況

□活動分野別団体数（複数回答）

　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝221） 　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

　保健・医療・福祉
　社会教育
　まちづくり
　文化・芸術・スポーツ
　環境保全
　災害救援
　地域安全
　人権擁護・平和
　国際協力
　男女共同参画社会
　子どもの健全育成
　情報化社会
　科学技術
　経済活動
　職業能力・雇用機会
　消費者保護
　団体運営･活動の助言等
　その他
　不明

□活動内容別団体数（複数回答）

　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝221） 　　　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

物品等の製造・製作及び提供
資金の提供・援助
活動用機材等の提供・支援
事務所・会議室等の場の提供
資料や情報の収集・提供
親睦・交流の場・機会の提供
人や労力を動員してのサービス
調査・研究活動
ノウハウ等指導・伝達・人材育成
イベント等の企画・開催
機関紙・広報誌の発行
本や雑誌等の出版
相談活動（電話・窓口等）
団体・人材の紹介・仲介
講師・スタッフ等の人材派遣
施設等の設置や運営
資格等の認定・推奨・評価
その他・不明

□他活動団体との連携・協働経験（単数回答）

　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝221） 　　　　　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

協力し事業を行うことがある
スタッフ派遣等人材交流がある
情報交換等の交流がある
連携・協働して活動することはない
その他
不明

□連携・協働した団体（複数回答）　　　　他活動団体との連携・協働経験のある団体の内
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　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝190） 　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

　　自治会・町会
　　学校やＰＴＡ
　　区の組織
　　福祉施設等の民間組織
　　社会福祉法人や財団
　　民間企業
　　同様の活動団体
　　その他
　　不明

□活動上の問題点・課題（複数回答）

　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝221） 　　　　　　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

　　　　団体の構成員が年々減少している
　　　　スタッフが高年齢化している
　　　　構成員が少なく活動が広がらない
　　　　責任・作業等で特定個人の負担が大きい
　　　　組織をリードする人材が不足している
　　　　スタッフ間の連絡・意見交換が充分でない
　　　　忙しく会合等の時間が取れない
　　　　活動資金が不足している
　　　　会合・打合せ場所の確保が難しい
　　　　地域・他団体のニーズ等の情報が得難い
　　　　活動を広める方法がない
　　　　活動発表の場所・機会が無い
　　　　活動がマンネリ化している
　　　　外部に相談相手・協力者が得難い
　　　　活動を活発化する方法が分らない
　　　　区からの干渉が大きい
　　　　区からの理解が得られない
　　　　区の情報が得難い
　　　　区の窓口が分かり難い
　　　　助成金・民間制度等情報が得にくい
　　　　法律・制度等が分かり難い
　　　　知識経験のあるスタッフがいない
　　　　その他
　　　　特になし
　　　　不明

□区と連携・協働を進めていく上での要望（複数回答）

　　　　　　　　地縁団体（自治会・町会等、Ｎ＝221） 　　　　　　　地縁団体を除く区民活動団体（Ｎ＝181）

　打合・作業に自由に利用できるスペースの提供
　会議・学習会等に利用できる場の確保・提供
　区民活動の拠点施設の設置
　活動に使用する区施設利用料金の検討
　活動に使用する区施設予約方法の検討
　区の行政情報公開の徹底
　必要な地域情報を容易に入手できる環境整備
　団体等で活動する人材等のデータベース化・情報提供
　ＮＰＯの法人化・活動運営に関する相談体制の確立
　団体・個人とネットワーク形成のためのコーディネート　　
　活動ノウハウや人材育成のための研修機会の提供
　区の事業委託領域を広い領域で検討すること
　事業委託先募集・決定の際、公平性確保・情報公開
　団体の自由意見・長所活かした「事業協力」の推進
　団体の成長を促すための資金協力
　活動に関する機材・資材・教材等の提供・援助

■地縁団体を除く区民活動団体の現状

□会員数 （Ｎ＝181、単数回答） □活動費の収入別 （Ｎ＝181、複数回答）
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10人未満 会費
10～１９人 会費以外の個人負担
20～29人 事業収入
30～39人 行政からの業務委託費
40～49人 企業等民間からの業務委託費
50～99人 行政からの補助金
100～199人 民間からの助成金
200～499人 個人・法人の寄付金
500～999人 借入金
1000人以上 その他
不明 不明

□昨年度活動費 （Ｎ＝181、単数回答） □一番大きな支出 （Ｎ＝181、単数回答）

10万円未満 会場等使用料
10万～30万円未満 講師等謝礼
30万～50万円未満 活動交通費等事業費
50万～1百万円未満 用具等購入費
1百万～2百万円未満 コピー代等事務所経費
2百万～5百万円未満 専従事務員の経費
5百万～1千万円未満 その他
1千万～5千万円未満 特になし
5千万～1億円未満 不明
1億円以上
不明 □活動場所 （Ｎ＝181、複数回答）

□団体の事務局設置場所 （Ｎ＝181、単数回答） 専用事務所
個人宅

専用がある 公共施設
行政施設内 企業等民間の施設
メンバーの個人宅 その他
メンバーの勤務先 決まっていない
ホームページを利用 不明
その他
特に置いていない □他団体との連携・協働の考え方　　　（Ｎ＝181、複数回答）
不明

趣旨等同じなら組織の一体化
□貸事務室の必要有無 活動面で連携・協働
　　（専用事務所を持たない団体Ｎ＝148、単数回答） 人材面の交流

情報面の交流
必要 その他
必要ない 考えていない
その他 わからない
不明 不明

□区との連携・協働意向　（Ｎ＝181、複数回答）
□区との連携・協働内容
　　（区と連携･協働経験のある団体Ｎ＝154、複数回答） 積極的に進めたい

今後考えたい
相談・アドバイスを受けている 特に考えていない
区施設を活動場所として利用 意向は全くない
事業を行う際に後援 分らない
事業を共催 不明
委託事業を受けている
区主催事業に参加・協力 □拠点施設に必要な機能（Ｎ＝181、複数回答）
助成金・補助金の資金援助
物品支給・貸与等物品援助 事務所機能
職員出向・講師派遣等人的援助 印刷室・ロッカー等
区へ政策提案・企画立案 会議室機能
その他 相談機能

イベント開催機能
その他
不明

■企業の現状

□活動分野別企業数　　 □活動内容別企業数　　
　（活動実施及び実施意向企業Ｎ＝115、複数回答） 　（活動実施及び実施意向企業Ｎ＝115、複数回答）
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　保健・医療・福祉 情報提供・相談
　社会教育 施設の提供
　まちづくり 人材支援
　文化・芸術・スポーツ 物品支援
　環境保全 金銭支援
　災害救援 その他
　地域安全 無回答
　人権擁護・平和
　国際協力 □活動場所
　男女共同参画社会 　（活動実施及び実施意向企業Ｎ＝115、複数回答）
　子どもの健全育成
　情報化社会 その他施設
　科学技術 医療施設
　経済活動 福祉施設
　職業能力・雇用機会 学校
　消費者保護 無回答
　団体運営･活動の助言等
　その他 □連携・協働経験相手
　無回答 　　（連携・協働経験のある企業Ｎ＝75、複数回答）

ＮＰＯ
学校やＰＴＡ
区の組織
自治会・町会

□区と連携・協働を進めていく上での要望　　（Ｎ＝293） その他

企業の地域活動をホームページで紹介
ＮＰＯや地域活動団体への橋渡し
活動場所の提供
大田区と協働する事業の創出
他企業の地域活動情報の提供
その他
無回答
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